
精神的負荷軽減と過重労働防止対策

（取引環境の影響もふまえて）

【第２部】メンタルヘルス対策としての過重労働防止
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資料２－１



滋賀県内の年次有給休暇の取得率は、全国よりも高い状況が
続いている。長期的には横ばい傾向にあり、令和2年は
62.3％となっている。
※ 平成23年～令和2年
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〇 年次有給休暇の取得状況

滋賀県内の所定内労働時間数は1,530時間で、所定外労働時間
数を含む総実労働時間数は1,661時間となってる。

〇 労働時間の状況
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資料出所:厚生労働省「毎月勤労統計調査」

時間

滋賀県内の１週の労働時間が60時間以上の雇用者の割合は、
平成29年で9.5％（全国9.5％）と、全国で29位（少ない順）
となっている。 資料出所:総務省「就業構造基本調査」

１ 滋賀県内の労働時間と年次有給休暇の取得の状況

資料出所：全国 厚生働省「就労条件総合調査」
滋賀県 滋賀県「労働条件実態調査」2
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のうち死亡件数

【令和2年度・全国の状況】
○「請求件数」は784件で、前年度比152件の減少。
○「支給決定件数」は194件で、前年度比22件の減少。

【令和2年度の全国の状況】
○「請求件数」は2051件で、前年度比９件の減少。
○「支給決定件数」は608件で、前年度比99件の増となり、過去最多。
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脳・心臓疾患の労災補償状況

精神障害の労災補償状況

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

84 98 76 88 81

【令和2年度・滋賀県の状況】（労働基準監督署が認定したもの）
○「請求件数」は６件で、前年度比２件の増加。
○「支給決定件数」は１件で、前年度と同数。
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２ 過労死等の労災補償状況
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【令和2年度の滋賀県の状況】（労働基準監督署が認定したもの）
○「請求件数」は32件で、前年度比10件の増となり、過去最多。
○「支給決定件数」は7件で、前年度比２件の減少。
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・過労死等認定事案の93％は
「長期間の過重業務」が主な認定
事由
・長時間労働以外の負担（不規則・
交代制勤務、深夜労働、出張の多
い業務、精神的緊張等）も多事案
で記載されている

参考：脳・心臓疾患認定基準（2001）
脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを
除く。）の認定基準について（平成13.12.12基発第1063号）
1異常な出来事
2 短期間の過重労働 ■概ね1週間
3 長期間の過重労働
■概ね6ヶ月 1ヶ月>100時間、2～6ヶ月>平均80時間
■労働時間＋労働時間以外の負荷要因

（認定基準は令和3年9月15日に改定されています。詳しくは厚生労働省HP
（https://www.mhlw.go.jp/content/000833808.pdf）をご覧ください。）

2020.1.27 国土交通省第４回船員の健
康確保に関する検討会
（独）労働者健康安全機構労働安全衛
生総合研究所
過労死等防止調査研究センター・統
括研究員 吉川徹
「メンタルヘルス・長時間労働対策の
必要性～過労死事案の分析から～」よ
り

３ 脳心：認定要件別の集計結果



参考：精神障害認定基準（2011）
＜労災認定のための要件＞
・認定基準の対象となる精神障害を発病
・発病前おおむね６か月の間に、業務に
よる強い心理的負荷
・業務以外の心理的負荷や個体側要因に
より発病したとは認められない

2020.1.27 国土交通省第４回船員の健康確保に関する検討会
（独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所
過労死等防止調査研究センター・統括研究員 吉川徹
「メンタルヘルス・長時間労働対策の必要性～過労死事案の分析から～」より

４ 精神疾患 業種別の出来事の該当状況



（１）過重労働による脳・心臓疾患の労災認定事案は横ばい、
精神障害は増加傾向
→ 脳・心臓疾患の多くの認定事由は長時間労働
→ 精神障害は長時間労働以外の要因も半数

（２）業種、職種に特徴がある
→ 長時間労働となる事由、心理的な負荷要因は働き方
に依拠

→ 業界、職種、業務の特徴に合わせた防止策が必要

（３）過重労働、業務の心理的負担は複合要因で、影響双方向、
多方面に
→ 複合・双方向要因には包括的対策で

５ 過労死・過労自殺の実態と予防視点



長時間労働と健康障害のリスク１

厚生労働省・独立行政法人労働者健康安全機構作成「過重労働による健康障害を防ぐために」から引用 7

６ 過重労働による健康障害の防止



今回の改正によって、法律上、時間外労働の上限は原
則として月45時間・年360時間となり、臨時的な特別の
事情がなければこれを超えることができなくなります。
臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特

別条項）でも、以下を守らなければなりません。
時間外労働が年720時間以内
時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
時間外労働と休日労働の合計について、
「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」
「５か月平均」「６か月平均」
が全て１月当たり80時間以内
時間外労働が月45時間を超えることができるのは、

「年６か月」が限度
上記に違反した場合には、罰則（６か月以下の懲役ま

たは30万円以下の罰金）が科されるおそれがあります。

・特別条項の有無に関わらず（※）、１年を通して常に、時間外労働と休日労働の
合計は、月100時間未満、２～６か月平均80時間以内にしなければなりません。！
（※）例えば時間外労働が45時間以内に収まって特別条項にはならない

場合であっても、時間外労働＝44時間、休日労働＝56時間、のよう
に合計が月100時間以上になると法律違反となります。

・上記の要件を満たしている場合であっても、連続する月の月末・月初に集中
して時間外労働を行わせるなど、短期間に長時間の時間外労働が生じること
は望ましくありません。

時間外労働の上限が罰則付きで法律に規定されます。
さらに、臨時的な特別な事情がある場合にも上回ることができない上限が設けられます。

8

７ 労働時間等のルール（時間外労働の上限規制）

（改正法施行後）

法律で残業時間の上限を定め、これを
超える残業はできなくなります。

法律による上限（原則）↓

法律による上限（例外、年間6か月まで）
年720時間（休日労働を含め 複数月平均
80時間以内・単月100時間未満）↓

１年間＝12か月

残業時間
（原則）
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

月残業80時間＝１日残業４時間程度
月残業45時間＝１日残業２時間程度



事業主の皆様は、他の事業主との
取引を行うに当たって、次のよう
な取組が行われるよう、企業内に
周知・徹底を図りましょう。

① 週末発注・週初納入、終業後発
注・翌朝納入等の短納期発注を
抑制し、納期の適正化を図るこ
と。

② 発注内容の頻繁な変更を抑制す
ること。

③ 発注の平準化、発注内容の明確
化その他の発注方法の改善を図
ること。

８ 長時間労働につながる取引慣行の見直し



「労働時間等設定改善法」とは、事業主等による労働時間等の設定の改善に向けた自主的な努力を促進するための特別
の措置を講ずることにより、労働者がその有する能力を有効に発揮できるようにしようとする法律です。
また、「労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）」とは、労働時間等設定改善法第４条第１項の

規定に基づく指針（告示）であり、事業主等が労働時間等の設定の改善について適切に対処するために必要な事項を定
めたものです。 それぞれ次のとおり規定されており、施行日は2019年４月１日です。

労働時間等設定改善法（平成４年法律第90号）（抄）
（下線部分が今般の改正で加わったところです。）
（事業主等の責務）
第２条 事業主は、その雇用する労働者の労働時間等の設定の改善
を図るため、業務の繁閑に応じた労働者の始業及び終業の時刻の
設定、健康及び福祉を確保するために必要な終業から始業までの
時間の設定、
年次有給休暇を取得しやすい環境の整備その他の必要な措置を
講ずるように努めなければならない。

２ 事業主は、労働時間等の設定に当たっては、その雇用する労働
者のうち、その心身の状況及びその労働時間等に関する実情に照
らして、健康の保持に努める必要があると認められる労働者に対
して、休暇の付与その他の必要な措置を講ずるように努めるほか、
その雇用する労働者のうち、その子の養育又は家族の介護を行う
労働者、単身赴任者（転任に伴い生計を一にする配偶者との別居
を常況とする労働者その他これに類する労働者をいう。）、自ら
職業に関する教育訓練を受ける労働者その他の特に配慮を必要と
する労働者について、その事情を考慮してこれを行う等その改善
に努めなければならない。

３ （略）
４ 事業主は、他の事業主との取引を行う場合において、著しく短
い期限の設定及び発注の内容の頻繁な変更を行わないこと、当該
他の事業主の講ずる労働時間等の設定の改善に関する措置の円滑
な実施を阻害することとなる取引条件を付けないこと等取引上必
要な配慮をするように努めなければならない。

労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）
（平成20年厚生労働省告示第108号）（抄）
（下線部分が今般の改正で加わったところです。）
２ 事業主等が講ずべき労働時間等の設定の改善のための措置
（1）～（3）（略）
（4） 事業主が他の事業主との取引上配慮すべき事項個々の事業
主が労働時間等の設定の改善に関する措置を講じても、親企業
からの発注等取引上の都合により、その措置の円滑な実施が阻
害されることとなりかねない。特に中小企業等において時間
外・休日労働の削減に取り組むに当たっては、個々の事業主の
努力だけでは限界があることから、長時間労働につながる取引
慣行の見直しが必要である。このため、事業主は、他の事業主
との取引を行うに当たっては、例えば、次のような事項につい
て配慮をすること。
イ 週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入等の短納期発注
を抑制し、納期の適正化を図ること。

ロ 発注内容の頻繁な変更を抑制すること。
ハ 発注の平準化、発注内容の明確化その他の発注方法の改善を
図ること。

厚生労働省では、事業場の労働基準関係法令違反の背景
に、極端な短納期発注等に起因する下請代金支払遅延等
防止法（昭和31年法律第120号）等の違反が疑われる事案
については、公正取引委員会や中小企業庁に通報する制
度の強化を図っていくことにしています。

９ 労働時間等設定改善法の改正



○ 「働き方改革の推進」と「取引適正化」は車の両輪であり、大企業等の働き方改革によ
る下請等中小事業者への「しわ寄せ」 の防止は、親事業者と下請等中小事業者の双方
が生産性の向上・成長と分配の好循環を実現する上で共通の課題

○ このため、厚生労働省・公正取引委員会・中小企業庁が一層の連携を図り、「働き方改
革の推進」と「取引適正化」を一体的に推進するため「大企業・親事業者の働き方改革に
伴う下請等中小事業者へのしわ寄せ防止のための総合対策」を策定

＜総合対策の４つの柱＞
① 関係法令等の周知広報

・ 労働局・労基署が、 あらゆる機会を通じて、 労働時間等設定改善法に加え、 下請中小企業振興法に基づく
「振興基準」 等についてもリーフレッ ト等を活用して周知

・ 「しわ寄せ防止キャンペーン月間」 の設定による経営トップセミナーの開催等の集中的な取組
・ 労働施策総合推進法第1 0条の３ に基づく協議会等における課題の共有と地域での取組の推進

② 労働局・労基署等の窓口等における「しわ寄せ」情報の提供
・ 下請等中小事業者から、 大企業・親事業者の働き方改革による 「しわ寄せ」 に関する相談が寄せられた場

合には、 相談情報を地方経産局に情報提供

③ 労働局・労基署による「しわ寄せ」防止に向けた要請等・通報
・ 労働局から管内の大企業等に対し、 「しわ寄せ」 防止に向けた要請等を実施
・ 下請事業者に対する監督指導において、 労働基準関係法令違反が認められ、 背景に親事業者による下請

法等違反行為の存在が疑われる場合には、 公取委・中企庁に通報

④ 公取委・中企庁による指導及び不当な行為事例の周知・広報
・ 大企業の働き方改革に伴う下請等中小事業者へのコス ト負担を伴わない短納期発注等の下請法等違反の

「しわ寄せ」については、公取委・中企庁が、下請法等に基づき、厳正に対応
・ 実際に行った指導事例や不当な行為の事例 （べからず集） の周知・広報の徹底

10 しわ寄せ防止総合対策の概要



最低賃金名称
令和3年 令和2年

金額金額 施行日

滋賀県最低賃金 896 令和3年
10月1日

868

特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金

ガラス・同製品、セメント・同製品、
衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭素繊維製造業 942 令和3年

12月30日
予 定

・滋賀地方最低
賃金審議会10
月29日答申の
金額。

・公示などの諸
手続きを経て
12月下旬の効
力発生を予定。

924

はん用機械器具、生産用機械器具、
業務用機械器具製造業 953 933

計量器・測定器・分析機器・試験機、
光学機械器具・レンズ、電子部品・デバイス・電子回路、
電気機械器具、情報通信機械器具製造業

939 917

自動車・同附属品製造業 957 936

※1 最低賃金の対象となる賃金には、次の賃金は含まれません。
①結婚手当など臨時に支払われる賃金 ②賞与など1か月を超える期間ごとに支払われる賃金 ③時間外手当 ④休日手当
⑤深夜手当の割増部分 ⑥精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

※2 特定（産業別）最低賃金については、年齢、業務、業種により適用除外されるものがあります。

※3 派遣労働者には派遣先事業場が所在する地域の最低賃金が適用されます。

※4 特定（産業別）最低賃金には上記の他「紡績業, 化学繊維製造業、その他の織物業、染色整理業、繊維粗製品製造業、その他の繊維製
品製造業」最低賃金（時間額789円）、「各種商品小売業」最低賃金（時間額840円）がありますが、滋賀県最低賃金が適用されます。

11 滋賀県の最低賃金
（円／時間）


